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 津市まん中老人福祉センターの設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

 平成２４年６月２８日 

津市長 前 葉 泰 幸   

津市条例第２３号 

   津市まん中老人福祉センターの設置及び管理に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）第２４４条の２第１項の規定に基づき、老人福祉センター（以下「セ

ンター」という。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 老人の福祉増進を図るため、センターを設置する。 

（名称及び位置） 

第３条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 津市まん中老人福祉センター 

 位置 津市大門７番１５号 

（事業） 

第４条 センターにおいては、次に掲げる事業を行う。 

 健康、生活等に係る相談に関すること。 

 教養の向上及びレクリエーションに関すること。 

 機能回復に関すること。 

 その他老人の福祉に関する事業 

（使用者の範囲）  

第５条 センターを使用することができる者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

 本市の区域内に住所を有するおおむね６０歳以上の者 

 その他市長が適当と認める者 

（指定管理者による管理） 
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第６条 センターの管理は、法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者

（以下「指定管理者」という。）にこれを行わせるものとする。 

（指定管理者が行う業務） 

第７条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

 センターの使用の許可に関する業務 

 センターの施設、設備器具等の維持管理に関する業務 

 その他市長が必要と認める業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第８条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長の

定めるところに従いセンターの管理を行わなければならない。 

（指定管理者の指定の申請） 

第９条 指定管理者の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

別に定める申請書に次に掲げる書類を添えて、当該指定について市長に申請

しなければならない。 

 センターの管理に係る事業計画書 

 センターの管理に係る収支計画書 

 申請者の経営状況を説明する書類 

 その他市長が必要と認める書類 

（指定管理者の指定） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる基準に

よって当該申請の内容を総合的に審査した上、指定管理者の候補者を選定し、

議会の議決を経て指定管理者を指定しなければならない。 

  センターの運営に関し、住民の平等利用を確保することができる者であ

ること。 

 センターの効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の

縮減を図ることができる者であること。 

 センターの管理を適確に遂行するに足りる物的能力及び人的能力を有し

ている者であること。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第１１条 指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、次に掲げる事項を記載

した事業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

 センターの管理業務の実施状況及び利用状況 

 センターの管理に係る経費の収支状況 
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 その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、年度の中途において第１３条第

１項の規定により指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算

して３０日以内に前項の事業報告書を提出しなければならない。 

（業務報告の聴取等） 

第１２条 市長は、センターの管理の適正を期するため、指定管理者に対し、

その管理の業務及び経理の状況に関し、定期に若しくは必要に応じて臨時に

報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

（指定の取消し等） 

第１３条 市長は、指定管理者が前条の指示に従わないとき、その他指定管理

者の責めに帰すべき事由により当該指定管理者による管理を継続することが

適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定により、指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部

若しくは一部の停止を命じた場合において指定管理者に損害が生じても、本

市は、その責めを負わない。 

（使用の許可） 

第１４条 センターを使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可

（以下「使用許可」という。）を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、センターの管理上必要があるときは、使用許可に条件を付

すことができる。 

（使用の制限） 

第１５条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、使

用許可をしないものとする。 

 営利を図る目的で使用するおそれのあるとき。 

 公の秩序又は風俗を乱すおそれのあるとき。 

 施設、設備器具等を損傷し、又は滅失するおそれのあるとき。 

 その他管理上支障を来すおそれのあるとき。 

（権利譲渡等の禁止） 

第１６条 使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、使用の権利を

譲渡し、又は転貸してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１７条 指定管理者は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使
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用を停止し、又は使用許可を取り消すことができる。 

 偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。 

 許可を受けた目的に反して、施設及び設備器具を使用したとき。 

 第１５条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

 この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

２ 前項の場合において、使用者に損害が生じても、本市は、その責めを負わ

ない。 

（原状回復の義務） 

第１８条 指定管理者は、その指定の期間が終了したとき、又は第１３条第１

項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部

若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった施設、設備

器具等を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、市長の承認を得

たときは、この限りでない。 

２ 使用者は、施設及び設備器具の使用を終えたとき、又は使用を停止された

とき、若しくは使用許可を取り消されたときは、直ちに原状に回復しなけれ

ばならない。 

（損害賠償の義務） 

第１９条 使用者その他センターを利用する者（以下「使用者等」という。）

が、故意又は過失により施設、設備器具等を損傷し、又は滅失したときは、

市長の定める額を賠償しなければならない。 

（使用者等に対する指示） 

第２０条 指定管理者は、センターの管理上必要があるときは、使用者等に対

し指示をすることができる。 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年１１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 次項の規定 公布の日 

 附則第３項の規定 平成２４年１０月１日 

（指定管理者の指定に係る準備行為） 

２ 市長は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、
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センターに係る指定管理者の指定に必要な準備行為を行うことができる。 

 （施行日前における使用許可手続） 

３ この条例の施行日以後の使用に係るセンターの使用許可手続については、

施行日前においても行うことができる。ただし、この場合における使用許可

は、市長が行うものとする。 

 （施行日前における使用許可手続に関する経過措置） 

４ 前項の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例

の規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

 （津市社会福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

５ 津市社会福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例

第１０９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「住民の福祉増進」を「児童の健全育成」に改める。 

  第４条中「次に掲げる施設」を「丸之内児童館」に改め、同条各号を削る。 

  第５条中第１号から第３号までを削り、第４号を第１号とし、第５号を第

２号とし、第６号を第３号とする。 

  第６条中「第４条に規定する施設」を「センター」に、「次に定める者」

を「本市の区域内に住所を有する１８歳未満の者」に改め、同条各号を削る。 
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 津市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２４年６月２８日 

津市長 前 葉 泰 幸   

津市条例第２４号 

   津市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （津市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 津市職員の給与に関する条例（平成１８年津市条例第４２号）の一部

を次のように改正する。 

  第１２条中「三重県市町職員退職手当組合退職手当支給条例（昭和３７年

三重県市町村職員退職手当組合条例第１２号）」を「三重県市町総合事務組

合退職手当支給条例（平成２４年三重県市町総合事務組合条例第３６号）」

に改める。 

  第３７条中「三重県市町職員退職手当組合に」を「三重県市町総合事務組

合に」に、「三重県市町職員退職手当組合退職手当支給条例」を「三重県市

町総合事務組合退職手当支給条例」に改める。 

 （津市職員退職手当基金条例の一部改正） 

第２条 津市職員退職手当基金条例（平成１８年津市条例第５６号）の一部を

次のように改正する。 

  第１条中「三重県市町職員退職手当組合」を「三重県市町総合事務組合」

に改める。 

 （津市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 津市水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例（平成１８年

津市条例第２１９号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「三重県市町職員退職手当組合退職手当支給条例（昭和３７

年三重県市町村職員退職手当組合条例第１２号）」を「三重県市町総合事務 

組合退職手当支給条例（平成２４年三重県市町総合事務組合条例第３６号）」

に改める。 

 （津市学校給食調理員の給与等に関する条例の一部改正） 
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第４条 津市学校給食調理員の給与等に関する条例（平成１８年津市条例第２

２８号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「三重県市町職員退職手当組合に」を「三重県市町総合事務組合

に」に、「三重県市町職員退職手当組合退職手当支給条例（昭和３７年三重

県市町村職員退職手当組合条例第１２号）」を「三重県市町総合事務組合退

職手当支給条例（平成２４年三重県市町総合事務組合条例第３６号）」に改

める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



津市手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２４年６月２８日 

津市長 前 葉 泰 幸   

津市条例第２５号 

津市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

津市手数料徴収条例（平成１８年津市条例第７３号）の一部を次のように改

正する。 

別表第１中「第３０条の１９」を「第３０条の１８」に改める。 

附 則 

 この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 



 出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離

脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律の施行に伴

う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。 

  平成２４年６月２１日 

津市長 前 葉 泰 幸   

津市規則第３２号 

出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍

を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律

の施行に伴う関係規則の整理に関する規則 

 （津市公印規則の一部改正） 

第１条 津市公印規則（平成１８年津市規則第１０号）の一部を次のように改

正する。 

  別表市長印の項中 

れい書 方６ 市・県民税特別

徴収税額通知書

の税額変更 

市民税課市民

税担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

2 

れい書 方６ 市・県民税特別

徴収税額通知書

の税額変更 

市民税課市民

税担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

2 

   在留カード及び

特別永住者証明

書の記載事務 

市民課住民窓

口担当並びに

久居総合支所

市民課市民担

当及び各総合

支所（久居総 

10 

「

に、 

」

を 

「



合支所を除く。）

市民福祉課市

民担当の担当

主幹又は担当

副主幹

（ は、市

長の職にあ

る者の氏）

かい書 直径６ 戸籍及びその受

付帳の記載事務 

市民課住民窓

口担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

1 

  外国人登録証明

の記載事務 

市民課外国人

登録担当並び

に久居総合支

所市民課市民

担当及び各総

合支所（久居

総合支所を除

く。）市民福

祉課市民担当

の担当主幹又

は担当副主幹 

10 

れい書 方16 外国人の登録に

関する事項 

市民課外国人

登録担当並び

に久居総合支

所市民課市民

担当及び各総

10 

「

」

を 

○
○



合支所（久居 

   総合支所を除

く。）市民福

祉課市民担当

の担当主幹又

は担当副主幹 

（ は、市

長の職にあ

る者の氏）

かい書 直径６ 戸籍及びその受

付帳の記載事務 

市民課住民窓

口担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

1 

同表市長職務代理者印の項中 

（ は、市

長の職務を

代理する者

の氏） 

かい書 直径６ 戸籍及びその受

付帳の記載事務 

市民課住民窓

口担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

１ 

  外国人登録証明

の記載事務 

市民課外国人

登録担当並び

に久居総合支

所市民課市民

担当及び各総

合支所（久居

総合支所を除

く。）市民福

10 

「

」

「

に改め、 

」

○
○

○
○



祉課市民担当 

   の担当主幹又

は担当副主幹 

れい書 方16 外国人の登録に

関する事項 

市民課外国人

登録担当並び

に久居総合支

所市民課市民

担当及び各総

合支所（久居

総合支所を除

く。）市民福

祉課市民担当

の担当主幹又

は担当副主幹 

10 

（ は、市

長の職務を

代理する者

の氏） 

かい書 直径６ 戸籍及びその受

付帳の記載事務 

市民課住民窓

口担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

１ 

れい書 方12 在留カード及び

特別永住者証明

書の記載事務 

市民課住民窓

口担当並びに

久居総合支所

市民課市民担

当及び各総合

支所（久居総

10 

」

「

に改める。 

○
○

を 



合支所を除く。）

   市民福祉課市

民担当の担当

主幹又は担当

副主幹 

 （津市市税条例施行規則の一部改正） 

第２条 津市市税条例施行規則（平成１８年津市規則第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３６号様式その１中 

改める。 

  第３６号様式その２中 

（津市斎場の設置及び管理に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 津市斎場の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規則

第１１９号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第２項中「又は本市の外国人登録原票に登録されていない場合」を

削る。 

」

「 

」 

に 

を 

」 

ュ 運転免許証  ュ 外国人登録証  ュ パスポート（旅券） ュ 健康保険証 

ュ 住基カード  ュ 納税通知書   ュ 社員（身分）証 

ュ その他［０ ０００           ００００００］ 

ュ 運転免許証 ュ 在留カード ュ 特別永住者証明書 ュ パスポート（旅券）    

ュ 健康保険証 ュ 住基カード ュ 納税通知書 ュ 社員（身分）証 

ュ その他［０００００       ］     

「 

「 

」 

を 

「 

」 

に改める。 

ュ運転免許証 ュ在留カード ュ特別永住者証明書 

ュパスポート（旅券）ュ健康保険証 ュ年金手帳

ュ納税証明書 ュ社員（身分）証 ュその他（      ） 

・運転免許証 ・外国人登録証  ・パスポート（旅券） 

・健康保険証  ・年金手帳  ・納税証明書       

・社員（身分）証  ・その他（          ） 



 （津市火葬場の設置及び管理に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 津市火葬場の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規

則第１２０号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第２項中「又は本市の外国人登録原票に登録されていない場合」を

削る。 

 （津市営墓園の設置及び管理に関する条例施行規則の一部改正） 

第５条 津市営墓園の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規

則第１２１号）の一部を次のように改正する。 

第１号様式、第３号様式及び第７号様式中「又は外国人登録原票記載事項

証明書」を削る。 

 （津市モーターボート競走における電話投票の実施に関する規則の一部改正） 

第６条 津市モーターボート競走における電話投票の実施に関する規則（平成

１８年津市規則第１５８号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第３項中「（外国人にあっては、外国人登録原票記載事項証明書）」

を削る。 

 （津市公共下水道条例施行規則の一部改正） 

第７条 津市公共下水道条例施行規則（平成１８年津市規則第１８９号）の一

部を次のように改正する。 

  第４号様式及び第１２号様式中「又は外国人登録原票記載事項証明書」を

削る。 

   附 則 

 この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 



津市告示第１５９号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例第１２条第２項及び第１４条の規定

に基づき撤去し、保管している自転車等について、同条例第１６条第２項の規

定により次のとおり告示する。 

 平成２４年６月２０日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ３ 平成２４年 ６月 １日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ６ 平成２４年 ６月 ４日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２４年 ６月 ６日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２４年 ６月 ８日 

南が丘駅西公共自転車等駐車場 １２ 平成２４年 ６月１１日 

南が丘駅東公共自転車等駐車場 ９ 平成２４年 ６月１１日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ５ 平成２４年 ６月１２日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２４年 ６月１２日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２４年 ６月１３日 

南が丘駅東公共自転車等駐車場 ３ 平成２４年 ６月１３日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２４年 ６月１５日 

２ 保管期間  

    告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第１６０号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

  平成２４年６月２２日

津市長 前 葉 泰 幸  

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

０４８３０３２ 平成２３年１０月１日 平成２４年６月１日

０１２６００３ 平成２３年１０月１日 平成２４年６月５日

９２２７６９５ 平成２４年４月２６日 平成２４年６月６日

９２０５４０２ 平成２３年１０月１日 平成２４年６月６日

０８５２１４８ 平成２３年１０月１日 平成２４年６月６日

７１７６３２９ 平成２４年３月１日 平成２４年６月７日

９１０６７４３ 平成２３年１０月１日 平成２４年６月１４日



津市告示第１６１号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び同法施行令（昭和４

２年政令第２９２号）第１２条第１項の規定により、次のとおり住民票を職権

で消除したので同条第４項の規定により告示する。 

 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に、津市長に対して異議申立てをすることができる。 

また、この異議申立てに対する決定書を受け取った日の翌日から起算して３

０日以内に、三重県知事に対して審査請求をすることができる。 

なお、次のいずれかに該当するときは、当該異議申立てについての決定を経

ないで、審査請求をすることができる。 

(1) 異議申立てをした日の翌日から起算して３箇月を経過しても決定がない

とき。 

(2) その他異議申立てについての決定を経ないことにつき正当な理由がある

とき。 

平成２４年６月２５日 

津市長 前 葉 泰 幸 

１ 職権消除した住民票 

住所 氏名 生年月日 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
〇〇  〇〇〇〇

〇〇〇 
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
〇〇  〇〇〇〇

〇〇〇 
〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
〇〇  〇〇〇〇

〇 
〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

２ 消除した年月日 

  平成２４年６月１９日 



津市告示第１６２号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次の

ように道路の区域を変更した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  平成２４年６月２７日 

 津市長 前 葉 泰 幸   

１ 路線名  7141 高茶屋小森山第９号線 

道路の区域 

区域 新旧の別 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

津市高茶屋小森町字向山 2014 番 4 地先

から 

津市高茶屋小森町字三軒屋 1647 番 7 地

先まで 

旧 4.0～8.0 390.0 

津市高茶屋小森町字向山 2014 番 4 地先

から 

津市高茶屋小森町字三軒屋 1647 番 7 地

先まで 

新 7.2～14.3 740.0 

２ 路線名  153 犬塚長野峠線 

道路の区域 

区域 新旧の別 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

津市美里町平木字犬塚 1492 番 2 地先 

から 

津市美里町北長野字瀬戸谷 1086 番 5 地

先まで 

旧 5.5～39.5 1,714.5 

津市美里町平木字犬塚 1492 番 2 地先 

から 

津市美里町北長野字瀬戸谷 1086 番 5 地

先まで 

新 7.5～57.0 1,714.5 



３ 路線名  154 犬塚地蔵前線 

道路の区域 

区域 新旧の別 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

津市美里町平木字犬塚 1503 番 1 地先

から 

津市美里町平木字犬塚 1493 番 1 地先

まで 

旧 7.0～10.4 123.2 

津市美里町平木字犬塚 1503 番 1 地先

から 

津市美里町平木字犬塚 1493 番 1 地先

まで 

新 7.0～10.4 123.2 

４ 路線名  109 安濃内多線 

道路の区域 

区域 新旧の別 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

津市安濃町安濃字日暮 2306 番 1 地先

から 

津市安濃町安濃字濱井場 2627 番 1 地

先まで 

旧 6.0～14.0 80.0 

津市安濃町安濃字日暮 2306 番 1 地先

から 

津市安濃町安濃字濱井場 2627 番 1 地

先まで 

新 6.0～20.0 80.0 



津市告示第１６３号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の

ように道路の供用を開始した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  平成２４年６月２７日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 
供用開始 

年月日 

７１４１ 高茶屋小森山第９号線 

津市高茶屋小森町字向山

2014 番 4 地先から 平成２４年 

津市高茶屋小森町字三軒

屋 1647 番 7 地先まで 

６月２７日 

１５３ 犬塚長野峠線 

津市美里町平木字犬塚 

1492 番 2 地先から 平成２４年 

津市美里町北長野字瀬戸

谷 1086 番 5 地先まで 

６月２７日 

１５４ 犬塚地蔵前線 

津市美里町平木字犬塚 

1503 番 1 地先から 平成２４年 

津市美里町平木字犬塚 

1493 番 1 地先まで 

６月２７日 



津市告示第１６４号 

津市保育所入所負担金収納事務の一部を次の者に委託したので、児童福祉法

施行令第４４条の２の規定により告示する。 

平成２４年６月２７日 

津市長 前 葉 泰 幸 

１ 受託者の名称及び所在地 

  こどもの杜ゆたか園 

  津市一身田上津部田１７１５－１ 

２ 委託期間 

  平成２４年６月１日から平成２５年３月３１日まで 



津市告示第１６５号

 平成２４年度津市一般廃棄物処理実施計画を定めたので、津市一般廃棄物の

減量及び処理等に関する条例（平成１８年津市条例第１４４号）第１０条第１

項の規定に基づき、次のとおり告示する。

平成２４年６月２８日

                      津市長 前 葉 泰 幸  



平成２４年度 津市一般廃棄物処理実施計画 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び津市廃棄物の減量及び処理等に関す

る条例の規定に基づく、津市一般廃棄物処理実施計画を以下のとおり定める。

１ 計画期間

平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

２ 計画区域

津市全域

３ 排出量の見込み         〔ごみ（ｔ）、し尿・浄化槽汚泥（ｋｌ）〕

家庭系ごみ 
事業系 

ごみ ごみ計 し尿 
浄化槽 

汚泥 
可燃 不燃 資源 可燃 

24年度計画 48,856 5,372 14,443 27,039 95,710 20,000 67,000

23 年度実績 51,780 5,695 13,947 28,658 100,080 20,418 67,489

４ 排出の抑制

（１）市民の役割

市民の役割としては、自らがごみの排出者であることの自覚を持ち、ごみを

減らし、ごみを出さない工夫を行うことが求められる。

（２）事業者の役割

事業者の役割としては、ごみの発生抑制・減量化に努め、事業活動に伴って

生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理することが求められる。また、

再生しやすい商品の開発や販売を行うとともに、積極的な資源回収への協力を

行うことが求められる。

（３）行政の役割

行政の役割としては、ごみ「ゼロ」社会に向けた行動を率先して行うととも

に、市内における循環型社会の形成を推進するために必要な施策の展開、啓発

等を行うことが求められる。

（４）市民・事業者・行政の協働取組

市民（ＮＰＯ法人等の各種団体を含む）・事業者・行政の３者が一体となって

相互に協力・連携を図ることにより、ごみゼロ社会に向けて３Ｒを推進する。 



５ 分別の区分と処理方法

分別区分 処理方法 
処理施設等 

一次処理 二次処理 

燃やせるごみ 焼却

西部クリーンセンター

民間事業者によ

る資源化
クリーンセンターおおたか

河芸美化センター

燃やせないごみ 埋立 白銀環境清掃センター

―

蛍光管・乾電池 リサイクル 処理委託

新聞

リサイクル 売却

雑誌

ダンボール

飲料用紙パック

衣類・布類

ペットボトル

圧縮・梱包

白銀環境清掃センター

指定法人へ引渡
容器包装

プラスチック

その他

プラスチック
埋立 ―

金属 破砕・選別 売却

びん 選別 指定法人へ引渡



６ 排出方法と収集回数

ごみの分別区分 ごみの出し方 収集回数 収集運搬主体 

燃やせるごみ 透明または半透明の袋 週２回 市・委託業者

燃やせないごみ

透明または半透明の袋

（袋に入らない場合は

そのまま）

月１回 市・委託業者

蛍光管・乾電池

（蛍光管）蛍光管が入っ

ていた箱等

（乾電池）透明または半

透明の袋

月１回 委託業者

容器包装

プラスチック
透明または半透明の袋 週１回 委託業者

その他

プラスチック
透明または半透明の袋

（袋に入らない場合は

そのまま）

月１回 委託業者

金属 月２回 市・委託業者

新聞

品目別に束ねて、ひもで

十文字に縛る

月１回 委託業者

雑誌 月１回 委託業者

ダンボール 月１回 委託業者

飲料用紙パック 月１回 委託業者

衣類・布類

透明または半透明の袋

月１回 委託業者

ペットボトル 月１回 委託業者

びん 月１回 市・委託業者

※事業系一般廃棄物については、家庭系ごみに準じて分別し、事業者自らまた

は許可業者により収集運搬を行う。



７ エコステーション

  資源のリサイクルを図るため「エコステーション」を設置する。

施設名 搬入可能品目 搬入可能日時 

西部クリーンセンター

新聞、雑誌、ダンボー

ル、衣類・布類、飲料

用紙パック、ペットボ

トル

月曜日～金曜日

第１・３日曜

（祝日、12/31～1/3 を除く）

午前９時～正午、

午後１時～午後４時

河芸美化センター

新聞、雑誌、ダンボー

ル、飲料用紙パック

月曜日～金曜日

（祝日、12/31～1/3 を除く）

午前８時３０分～正午、

午後１時～午後４時３０分

明神リサイクル

ストックヤード

容器包装プラスチッ

ク、新聞、雑誌、ダン

ボール、衣類・布類、

飲料用紙パック、ペッ

トボトル、びん、その

他プラスチック

水曜日、土曜日、日曜日

（12/29～1/3 を除く）

午前８時３０分

～午後４時３０分

環境事業課

新聞、雑誌、ダンボー

ル、衣類・布類、飲料

用紙パック、ペットボ

トル

月曜日～金曜日

第１・３日曜

（祝日、12/31～1/3 を除く）

午前９時～正午、

午後１時～午後４時



８ 処理施設の状況

可燃系ごみ処理施設

施設名 処理方式等 処理能力 

西部クリーンセンター 連続焼却式焼却炉 ２４０ｔ/２４時間

クリーンセンターおおたか 連続焼却式焼却炉 １９５ｔ/２４時間

河芸美化センター 機械式バッチ炉 ２０ｔ/８時間

不燃系・資源系ごみ処理施設

施設名 処理方式等 処理能力 

白銀環境清掃センター 

ハンマーシュレッダー縦型

破砕機 
７５ｔ/日 

びん３色機械選別機 ３０ｔ/日 

ペットボトル圧縮減容、梱

包設備 
１２．５ｔ/日 

プラスチック圧縮減容、梱

包設備 
３４ｔ/日 

管理型最終処分場 
計画埋立容量 

1,570,000  

し尿処理施設 

施設名 処理方式等 処理能力 

安芸・津衛生センター
膜分離高負荷脱窒素処理

方式＋高度処理
１８８ｋｌ/日

クリーンセンターくもず
膜分離高負荷脱窒素処理

方式＋高度処理
１４０ｋｌ/日

※し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、区域指定された許可業者により行う。













































津市公告第８３号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２４年６月２０日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２４年６月１５日

２ 抑留期間 平成２４年６月２２日まで

番号 捕獲した

場所

種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

1 津市 

戸木町 

トイプード

ル 

白 雌 小型 ９１日

以上 

首輪あり 

３ 連絡先 津市環境部環境保全課

         電話 ０５９－２２９－３２８２

津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

         電話 ０５９－２２３－５１９２



津市公告第８４号

 津市公告第６８号の公売に係る公売財産の最高価申込者を下記のとおり決定

しましたので、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第１０６条第２項の

規定の例により公告します。

  平成２４年６月２１日

津市長 前 葉 泰 幸

記

別紙のとおり



自動車登録番号
車台番号

場　所 津市役所政策財務部収税課

三重　３００　＊　＊＊＊＊
RD７-１１０２９６１

売却区分番号

ＴＮＪ２４－０１

平成２４年６月２１日

公売財産の名称、　数量、　性質及び所在

不　動　産　等　の　最　高　価　申　込　者　の　決　定　等　の　公　告

Ｈ１８年式　ホンダCR-V　１２万６千㎞　車検H２５．３．２５

最高価申込価額

小林玄治

最高価申込者の
氏名又は名称

５１０，０００円

最高価申込者の
決定年月日

売却決定
日　時 平成２４年６月２８日　　１０時００分



津市公告第８５号 

 次のとおり総合評価一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の６第１項、第１６７

条の１０の２第６項及び津市契約規則（平成１８年津市規則第４０号。以下「

規則」という。）第４条の規定により、次のとおり公告します。 

  平成２４年６月２８日 

                      津市長 前 葉 泰 幸  

１ 入札に付する事項 

 事業名 

津市新斎場整備運営事業 

 事業方式 

本事業については、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律（平成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」という。）の

規定に基づく事業として、ＢＴＯ方式により実施します。 

 契約期間 

契約締結日から平成４２年３月３１日（日）まで 

 事業者の募集及び選定方法 

本事業への参加を希望する民間事業者（以下「応募者」という。）を広く

募集し、事業の透明性及び公平性の確保に十分留意しながら、総合評価一

般競争入札により選定事業者を決定します。 

２ 入札参加者に必要な資格 

 応募者の構成等 

  ア 応募者の構成 

応募者は、本事業を実施する下記の企業（以下「構成員」という。）に

より構成されるグループとします。 

   (ｱ) 火葬炉を除く斎場施設を設計する企業（以下「設計企業」という。） 

   (ｲ) 火葬炉を除く斎場施設を施工する企業（以下「建設企業」という。） 

   (ｳ) 火葬炉を設計、施工及び保守管理する企業（以下「火葬炉企業」と

いう。） 

   (ｴ) 火葬炉運転業務及び火葬業務を行う企業（以下「火葬炉運転企業」

という。） 



   (ｵ) 火葬炉保守管理業務を除く斎場施設等の維持管理を行う企業（以下

「維持管理企業」という。） 

   (ｶ) 火葬炉運転業務及び火葬業務を除く斎場施設の運営を行う企業（以

下「運営企業」という。） 

このうち、 

「建設企業が設計企業を兼ねること」 

「建設企業及び火葬炉企業が維持管理企業や運営企業を兼ねること」 

「火葬炉企業が火葬炉運転企業を兼ねること」 

「維持管理企業が運営企業を兼ねること」は、いずれも可能とします。 

なお、工事監理は、設計企業が実施することとします。ただし、建設

企業が設計企業を兼ねる場合は、当該建設企業以外で工事監理を実施す

る者を、別に定めることとします。 

なお、応募者には、津市内に本社又は本店を置く企業を含むこととし

ます。 

  イ 代表企業 

応募者は、構成員から代表となる企業（以下「代表企業」という。）を

定めることとし、当該代表企業が応募手続きを行うこととします。 

  ウ 構成員の兼務等の禁止 

一応募者の構成員が、他の応募者の構成員になることは認めません。

また、応募者の構成員と資本関係又は人的関係のある者が、他の応募 

者の構成員となることは認めません。ただし、一応募者の構成員である

火葬炉企業及び火葬炉運転企業が、他の応募者の火葬炉企業及び火葬炉

運転企業となることは、この限りでありません。 

なお、資本関係又は人的関係のある者とは、次に定める基準に該当す

る場合をいいます。 

   (ｱ) 資本関係 

以下のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法第

２条第３項の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方

が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」と

いう。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会

社である場合は除く。 

・親会社（会社法第２条第４項の規定による親会社をいう。以下同

じ。）と子会社の関係にある場合 



・親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

   (ｲ) 人的関係 

以下のいずれかに該当する２者の場合。 

・一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

ただし、会社の一方が更生会社又は民事再生法第２条第４号に規

定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

・一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又

は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現

に兼ねている場合 

   (ｳ) その他選定事業者の決定の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記ア又はイと同一視しうる資本関係又は人的関係があると

認められる場合。 

 基本的な参加資格要件 

応募者は、以下の要件を満たすこととします。 

  ア 設計企業 

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級

建築士事務所の登録を行っていること。 

  イ 建設企業 

１者以上は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の

規定に基づく土木・建築一式工事につき、特定建設業の許可を得ている

こと。 

なお、土木一式・建築一式のいずれかの特定建設業の許可を得ている

企業の組み合わせも可能とします。 

上記の特定建設業の許可を受けた建設企業のうち１者は、経営事項審

査結果通知書（参加資格確認基準日の直前の決算期に対応するもの）の

土木一式・建築一式の総合評価点が８００点以上であること。 

なお、土木一式・建築一式のいずれかの総合評価点が８００点以上の

企業の組み合わせも可能とします。 

  ウ 火葬炉企業 

火葬炉を自治体に納入・設置した実績のある者であること。 

  エ 応募者の全ての構成員 

   (ｱ) ＰＦＩ法第７条の２に規定する欠格事由に該当しない者であること。 

   (ｲ) 令第１６７条の４に該当しない者であること。 



   (ｳ) 本市の競争入札参加資格者名簿に登載されており、指名停止措置を

受けていない者であること。 

   (ｴ) 手形交換所による取引停止処分を受けていない者であること。 

   (ｵ) 次の各法律の各規定による各申立てがなされていない者であること。 

・会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年

法律第８７号）による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）

第３８１条の規定による整理開始の申立て若しくは通告 

・破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の

規定による破産の申立て 

・旧和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条の規定による和議

開始の申立て 

・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第３０条の規定による

更生手続開始の申立て（ただし、手続き開始の決定後、入札参加

資格の再認定を受けている者を除く） 

・民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による

再生手続開始の申立て（ただし、手続き開始の決定後、入札参加

資格の再認定を受けている者を除く） 

   (ｶ) 暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）の規定による暴力団及び暴力団員が経営する企業若しくは

実質的に経営を支配する企業又はこれに準じる者でないこと。 

   (ｷ) 参加資格確認基準日までの過去２年間において、本店所在地におい

て法人税、消費税、法人市町村民税、固定資産税の滞納をしていない

こと。 

 その他の参加不適格者 

応募者は、以下の者を構成企業に含まないこと。 

  ア 市が本事業に関するアドバイザリー業務を委託した株式会社長大（同

協力事務所として、東京丸の内法律事務所）又は当該受託者と資本関

係若しくは人的関係のある者 

  イ 審査委員会の委員本人、委員が属する企業又はその企業と資本関係若

しくは人的関係のある者 

３ 応募に関する手続き 

 入札公告 

入札公告は平成２４年６月２８日（木）とし、入札説明書等について市



ホームページで公表します。 

 参考資料等の閲覧及び貸出 

本事業に係る参考資料については、次のとおり閲覧に供するとともに、

可能な場合は貸出を行います。 

  ア 閲覧期間 

平成２４年６月２８日（木）から７月６日（金）まで（ただし、土日

を除く。） 

毎日午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時までを除 

く。） 

  イ 閲覧場所 

津市市民部市民課新斎場建設担当（津市役所本庁舎３階） 

 説明会の開催 

入札説明書等に関する説明会を開催します。事前の申し込みは不要とし

ますが、参加者は、当日、入札説明書等に関する説明会参加申込書を記入

の上提出してください。 

参加人数は、１社２名以内でお願いします。 

  ア 開催日時 

平成２４年７月５日（木）、午後１時３０分から 

  イ 開催場所 

津市役所本庁舎８階 大会議室Ａ 

 入札説明書等に関する質問（第１回目）の受付 

入札説明書等に記載の内容に関する質問（第１回目）を以下のとおり受

け付けます。 

  ア 受付期間 

平成２４年６月２８日（木）から７月１２日（木）まで 

なお、持参の場合の受付時間は、土日を除く午前９時から午後５時ま

でとし、郵送及び電子メールは、最終日の午後５時必着とします。 

  イ 提出方法 

入札説明書等に関する質問書（第１回目）に内容を簡潔にまとめて記

載し、下記の担当課宛に持参、郵送又は電子メールにより提出してくだ

さい。 

なお、電子メール送信後、土日を除く２４時間以内に電子メール到着

の確認に関する返信がない場合は、速やかに下記の担当課に連絡してく



ださい。また、持参又は郵送の場合は、ＭＳ－Ｅｘｃｅｌで質問書を作

成の上、当該データを納めたＣＤ－Ｒを提出してください。 

なお、電話、口頭等による質問は受け付けません。 

 入札説明書等に関する質問（第１回目）に対する回答 

入札説明書等に関する質問（第１回目）に対する回答は、不当に混乱を

招くことが危惧されると判断された質問を除き、平成２４年７月２６日（

木）に市ホームページに掲載します。 

なお、電話及び口頭での回答など個別には対応しません。 

質問を寄せられた方には、質問の内容確認を行うことがあります。 

 参加表明書、参加資格審査申請書等受付 

応募者は、以下のとおり、入札参加資格の審査を受けることとします。 

  ア 受付期間 

平成２４年８月１日（水）、午後１時から午後３時まで 

  イ 受付場所 

津市役所本庁舎３階 第３１会議室 

  ウ 提出書類 

参加表明書、参加資格審査申請書等とします。 

  エ 提出方法 

参加表明書、参加資格審査申請書等を作成し、ファイル（Ａ４縦、２

穴）で１冊にまとめ、正本１部、副本４部を持参により提出してくださ

い。郵送、ファクス及び電子メールによる提出は認めません。 

文字の大きさは、原則１１ポイント以上とします。 

  オ 応募を辞退する場合 

参加表明書を提出した後に応募を辞退する場合は、平成２４年１０月

９日（火）までに、入札辞退届を下記の担当課宛に持参又は郵送により

提出してください。 

なお、入札を辞退した場合に、今後、津市の行う以後の業務について

不利益な取扱いを受けるものではありません。 

 参加資格審査結果の通知 

参加資格審査の結果については、平成２４年８月９日（木）に応募者の

代表企業に対し、書面にて通知します。 

参加資格があると認められた者に対しては、市は、本事業における提案

書（事業提案）表紙等に記載する提案受付番号を交付します。 



なお、参加資格がないと判断された場合、平成２４年８月９日（木）か

ら８月１３日（月）までに書面（様式は任意）により説明を求めることが

できます。 

 入札説明書等に関する質問（第２回目）の受付 

入札説明書等に記載の内容に関する質問（第２回目）を以下のとおり受

け付けます。 

  ア 受付期間 

平成２４年７月２７日（金）から８月１０日（金）まで 

なお、持参の場合の受付時間は、土日を除く午前９時から午後５時ま

でとし、郵送及び電子メールは、最終日の午後５時必着とします。 

  イ 提出方法 

入札説明書等に関する質問書（第２回目）に内容を簡潔にまとめて記

載し、下記の担当課宛に持参、郵送又は電子メールにより提出してくだ

さい。 

なお、電子メール送信後、土日を除く２４時間以内に電子メール到着

の確認に関する返信がない場合は、速やかに下記の担当課に連絡してく

ださい。また、持参又は郵送の場合は、ＭＳ－Ｅｘｃｅｌで質問書を作

成の上、当該データを納めたＣＤ－Ｒを提出してください。 

なお、電話、口頭等による質問は受け付けません。 

 入札説明書等に関する質問（第２回目）に対する回答 

入札説明書等に関する質問（第２回目）に対する回答は、不当に混乱を

招くことが危惧されると判断された質問を除き、平成２４年８月２８日（

火）に市ホームページに掲載します。 

なお、電話及び口頭での回答など個別には対応しません。 

質問を寄せられた方には、質問の内容確認を行うことがあります。 

 提案書等の提出 

参加資格の確認を受けた応募者は、次により提案書等を提出してくださ

い。 

なお、提出は代表企業が行ってください。 

  ア 受付期間 

平成２４年１０月１５日（月）、午後１時から午後５時まで 

  イ 受付場所 

津市役所本庁舎３階 第３１会議室 又は ５階 第５１会議室 



  ウ 提出書類 

入札書及び提案書等とします。 

  エ 提出方法 

入札書は、封筒に入れ密封し、入札参加者名を表記して１部提出して

ください。 

提案書は、パイプ式ファイル（２穴、取り外し可能なもの）で様式集

に記載のとおりまとめ、正本１部、副本９部を持参により提出してくだ

さい。また、図面を除き全てＭＳ－Ｗｏｒｄ又はＥｘｃｅｌ、図面はＡ

ｄｏｂｅ ＰＤＦにより電子データ化し、電子データを納めたＣＤ－Ｒ（

正本１枚、副本１枚）を提出してください。郵送、ファクス及び電子メ

ールによる提出は認めません。 

なお、入札書及び提案書の文字の大きさは、原則１１ポイント以上と

します。 

  オ 会社名等がわかる標記の記述 

提案書作成にあたっては、社名やロゴマーク等応募者を特定できる表

記は極力避けてください。 

 開札 

提案価格の確認は、応募者又はその代理人のうち、市の指定する立会人

の立ち会いの上行うものとし、立会人が立ち会わないときは、当該事務に

関係のない市職員を立ち会わせるものとします。 

  ア 開札日時 

平成２４年１１月１５日（木）、午後５時３０分 

なお、開札時刻は当日開催予定の「津市新斎場ＰＦＩ事業者審査委員

会」の状況により遅れる場合があります。 

  イ 開札場所 

アスト津４階 会議室１（津市羽所町７００番地） 

４ 入札保証金 

免除 

５ 契約保証金 

選定事業者は、規則第２６条に基づき、契約保証金を事業契約と同時に納

付しなければなりません。ただし、規則第２８条各号に該当するときは、契

約保証金の納付を免除します。 

６ 予定価格 



予定価格は、以下のとおりとします。 

なお、この予定価格は、事業期間中に市が選定事業者に支払うサービス対

価の総額の上限額で、物価変動等による増減額を含みません。 

予定価格 6,768,100,000円（税込） 

７ 入札の無効 

次のいずれかに該当する場合は、入札を無効とします。 

 提出締め切り日時（平成２４年１０月１５日（月）午後５時）を過ぎて提

案書が提出された場合 

 提案書に虚偽の記載があった場合 

 提案書の内容が要求水準書に記載する水準を満たさない場合 

 入札価格が予定価格を超過している場合 

 入札説明書等に違反すると認められた場合 

 規則第１９条各号のいずれかに該当する場合 

８ 事業契約等について 

 ＳＰＣの設立 

   落札者は、仮契約締結時（平成２５年１月予定）までに、本事業を実施

するＳＰＣを津市内に設立するものとします。 

なお、ＳＰＣの本店所在地は、事業期間中は移転しないものとします。 

 事業契約について 

市は、落札者の提案内容に基づき、落札者と契約内容の明確化のための

協議を行います。当該協議の内容に基づき、ＳＰＣと仮契約を締結し、津

市議会の議決を経た後に事業契約を締結します。 

９ その他の注意事項 

 指定の入札書及び様式を使用してください。 

  なお、入札書には、入札金額を記載の上、密封し入札を行ってください。

入札金額は、契約期間を通じた総合計金額（消費税抜き）を記入してくだ

さい。 

 提案書等作成に係る費用は、すべて入札者の負担とします。 

 その他、入札者は、「新斎場整備運営事業入札説明書」に留意の上、入札

及び提案書の作成に臨んでください。 



担当課（問い合わせ先） 

津市市民部市民課新斎場建設担当 

電話番号 ０５９－２２９－３２０５ 

ＦＡＸ  ０５９－２２９－３３６６ 

Ｅ-mail  P5387＠city.tsu.lg.jp 



津市公告第８６号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２４年６月２８日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２４年６月２５日

２ 抑留期間 平成２４年７月２日まで

番号 捕獲した

場所

種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

1 津市 

白山町二本

木 

甲斐犬 黒トラ 雌 中型 ９１日

以上 

２ 津市 

藤方 

雑種 茶 雄 中型 ９１日

以上 

首輪あり 

３ 連絡先 津市環境部環境保全課

         電話 ０５９－２２９－３２８２

津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

         電話 ０５９－２２３－５１９２



津市水道局告示第１２号 

 津市水道局指定給水装置工事事業者から次のとおり給水装置工事の事業の廃

止の届出を受けたので、津市水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１８年

水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号の規定により告示する。 

  平成２４年６月２８日 

津市水道事業管理者 渡 辺 三 郎 

名称 所在地 廃止年月日 

シトモ住宅設備 津市久居明神町 1499 番地 9 平成２４年６月１１日 



津市水道局公告第７号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  平成２４年６月１８日 

津市水道事業管理者 渡 辺 三 郎  

記 

別紙のとおり 

















津市教育委員会告示第７号

 教育委員会を次のとおり招集する。

  平成２４年６月２０日

  津市教育委員会

                        委員長 中 湖  喬

１ 招集の日時 平成２４年６月２１日（木）午後２時から

２ 招集の場所 教育委員会室

３ 会議の事件 津市図書館協議会委員の委嘱について


